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流域バンキング-EIA型ノーネットロスによる地域循環共生圏の形成
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生態系復元、創造、増強活動
の成果をクレジットとして販売

・クレジット購入代金
・ＣＳＲとしての支援金

＜メリット＞
里山バンクからクレジットを
購入することで、困難な生
物多様性オフセットの義務
を容易に全うすることがで
きる。
地域の自然を守る企業イメ
ージが付く。

里山バンクの認証、
租税の軽減、都市計
画への位置づけ、戦
略的環境アセスメン
トとの連携

・助成金
・租税の軽減措置

戦略的緑地配置・ネットワークの選択肢増加、
里山管理の行政負担軽減、より多様性の高い健
全な里山生態系の出現

＜メリット＞
戦略的に里山生態系保全を推進できる。緑
地の維持管理費の負担が減少する。 従来
からの地主、企業、NGO、市民等の 諸活動
をバンキングの概念で統合、整理できる。

放置されている里山、田畑、
荒地などを提供

＜メリット＞
祖先の残した里山を健全な状態で
維持することが可能になる。
里山の維持管理からは開放され、収
入も期待できる。

土地所有者

里山生態系を持続できる範囲内
で従来からの里山利用

・土地提供代金

市民利用、レクリエーション、
教育、研究の機会と空間の提供

＜メリット＞
これまで完全なボランティア（
コスト）だった里山バンクの維
持・管理活動に資金が 提供
される。また、里山管理を専門
職とする人材育成の場を提供
する。

維持管理への参加、研究実施、
専門的なアドバイス提供

・維持管理の労働力費用
・専門的なアドバイス費用
・人材育成費用

里山保全団体
一般市民

里山バンクは自治体、NGO、民間企業、
個人など誰にでも設立できる

里山バンク

開発事業者

自治体

参考：里山バンキングの運用イメージ

地域連携

開発影響＝保全効果
ノーネットロスの実現

グリーン・リージョンの実現

開発事業者

土地所有者 自治体

NGO・市民・学校

流域バンクからクレジットを購入する
ことで、自力では困難な生物多様性オ
フセットの義務を少ないリスクで履行
することができる。地域住民とトラブ
ルが減り、スムーズに開発を行える。
地域の自然を守る企業イメージが付く。

先祖が残した自然環境を健全な状態で
維持でき、自力で土地を管理する必要
がなくなる。塩漬け土地等の価値を生
まなくなり劣化した土地がバンクの一
部となることでバンキングを通して土
地代等の収入を見込める

これまでは完全なボランティア（コス
ト）だった二次的自然環境の維持管理
活動に資金が継続的に提供されること
で活動の持続可能性が向上する。

個々の保全活動を統合することで戦略的
に地域循環共生圏を構築することができ
る。地方交付税交付金等を財源とする補
助金の導入量を削減できる。自然環境再
生により産業が分化・深化することで企
業の収入が増加し、結果的に税収が増加
する

地域循環共生圏の実現

戦略的環境アセスメント
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